




















































































































































































































は､ 問題の発見､ 理解の深まり､ 解決が遠ざかる｡
そこで､ 市民社会を構成する市民同士､ 消費者と















































































































































































じ､ しばしば地域社会は分断される (例えば､ 文



















める ｢正常性バイアス｣ が､ 原子力立地に利用さ












なり､ 先送りの判断が ｢合理的｣ だという結果に
もなりうるのだ｡ 時間を限った博打のようなもの





地が実現してきたが､ 珠洲 (石川県)､ 巻 (新潟



















































































打撃は大きい｡ 2011年12月放送の ETV 特集 『原発事故
に立ち向かうコメ農家』 で旗を立て, 東京電力本店前に立つ姿
が反響を呼んだ｡ しかし, 東電賠償への道のりは険しい｡ 大玉
村の事務所にて撮影｡
県大玉村で農業生産法人を経営するコメ農家､ 鈴











































































(１) 島薗進：つくられた放射線 ｢安全｣ 論 科学が道を踏






混乱は､ なぜ生じたか？､ 4つの ｢原発事故調｣ を比較検
証する､ 日本科学技術ジャーナリスト会議編､ 水曜社 (201
3) に収録で紹介したとおり､ 主委員会の . クラー
ク委員長 (2000年当時) が1990年 勧告の問題点を示
し､ 改訂を提案している｡ その要点は､ ｢功利主義的倫理観




(２) 石橋克彦：原発震災 破滅を避けるために､ 科学､ 10













(８) 中川保雄：増補 放射線被曝の歴史 アメリカ原爆開発
から福島原発事故まで､ 明石書店 (2011)
(９) 広島・長崎の被爆者追跡調査では､ 固形がんや白血病の
増加に注目が集まるが､ 心疾患､ 脳卒中､ 呼吸器疾患､ 良





(10) 例えば､ 筆者による分析として､ 林 衛：低線量被曝問
題はなぜ混乱が続くのか 復興をさまたげる政府の放射線
安全論､ 市民研通信電子版 (2012)；
(11) 例えば､ 北陸電力は､ 志賀原子力発電所の近接地に温排
水利用施設として建設費20億円を投入､ 花のミュージアム




















なで決めた ｢安心｣ のかたち ポスト3.11の ｢地産地消｣
を探した柏の一年､ 亜紀書房 (2012)
(17) 浅川芳裕：日本は世界5位の農業大国 大嘘だらけの食
料自給率､ 講談社プラスアルファ新書 (2010)
科研費 ｢原発震災で問われた ｢発表ジャーナリズムの限界｣
の検証・克服をめざす基礎研究｣ (課題番号K24501245) を活
用した｡
(研究員 富山大学人間発達科学部)
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